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1 ．はじめに
　社会集団の類型としてフェルディナント・テニエスに
よるゲマインシャフトとゲゼルシャフトの 2 類型はよ
く知られている（Toennies，1887）。念のため確認して
おくと，ゲマインシャフトとは人間の本質意思による結
合体で，血縁に基づく家族や親族集団および地縁に基づ
く地域社会を指している。それに対してゲゼルシャフ
トとは人間の選択意思に基づくもので，一定の目的のた
めに組織された集団のことである。このような類型化は，
チャールズ・Ｈ・クーリーの第 1 次集団，第 2 次集団と
いった類型化（Cooley，1907＝1970）（1）や，ロバート・
Ｍ・マッキーヴァーのコミュニティとアソシエーション
という対概念による類型化（MacIver，1917＝1975）と
も重なり合っている。だが，ここで問題にしたいのはゲ
マインシャフトの一例とされる地縁集団である。地縁と
はいったい何か。それは農業を主体として営む村落をイ
メージしていることは間違いない。そこでは，井上（2017）
でも指摘したように，草地や山林，それに用水路などを
共同で管理する。それらは，家畜を生育させ，肥料や燃
料を調達し，農業用水を確保するための必要不可欠の営
為である。そして地縁の根源はこの種の共同性に求めら
れるのではないか。
　翻って，規模を拡大し，生産効率を高めるための基盤
整備が完了した今日の農業はどのようなものか。家畜の
飼料はその多くが輸入される。肥料は外部から調達され
る。そして燃料も電気，ガス，石油などに依存している。
その一方で，農業用水も個別的に利用されていく。水田
に水を張るとき，かつては農家が共同で行なっていたわ
けだが，圃場が整備されると，個々の農家の都合に応じ
て水が張られていく。この変化は，資源の共同利用から
個別利用への変化とみることができる。そして地縁的結
合の大きな根拠も失われていると考えることもできる。
　とはいえ，近隣に居住しているがゆえに互いに助け合
おうという意識は継続している，といえるかもしれない。
予期せぬ事態が発生したとき頼りになるのは，「遠くの
親戚よりも近くの他人」というわけである。そこで，普
段から良好な近隣関係を築き，あるいはもう少し大きな
範囲でまとまるために地域で親睦会を開いたり，祭礼を
行なったりして，地域集団の存在を確認しよう，という
慣習が継続していく。
　ただ全般的にみると，この種の地縁的集団も衰退傾向
にある。根底には，人間関係のわずらわしさがあり，ま
たそのわずらわしさから解放されたいという願望がある。
それを前提にして，燃料にしても水にしても，外部から
金銭的契約によって調達できれば，そちらに移っていく
ことになる。
　このように，地縁的な共同体はかなりの部分で，資源
の共同利用によって成立していたのではないか，と考え
ることができる。それを裏返してみると，資源の共同利
用が必要なくなった時には，共同体も解体していく，と
いうわけである。だが，それでも現代のコモンズは存在
している。そのような場合，その担い手は一体だれなの
か。ここでは，このような視点に立って，共通資源とし
てのコモンズをいくつかの具体的な事例に即して，利用
という観点から検討していくことにしたい。
2 ．地下水利用の変遷
　水は生物としての人間にとって欠かすことのできない
資源である。その水をどのように調達してきたのか。取
り上げる話はさほど古いことではない（2）。1950年代の東
京都の北西部の話である。公営水道が未発達の状況のも
とで，住宅地化がすすんだ。水を調達するためには，宅
地内に井戸を掘って地下水をくみ上げる。井戸は三本あ
れば十分である。台所に一本，風呂場に一本，そして庭
に，洗濯や掃除，それに水撒き用に一本である。ただし
当時は風呂（内風呂）のない家庭も多く，井戸が三本あ
る家は少数派だったかもしれない。飲料や調理用には，
くみ上げた水をそのまま利用するわけではない。布袋に
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つつんだサラシ粉（次亜塩素酸カルシウム，いわゆるカ
ルキ）を浸して消毒してから使用する。ただし井戸は浅
井戸のため水質は必ずしも良好とはいえない。そのうえ，
宅地化がすすんで各家庭の井戸の総数が増加していけば，
安定的に水がくみ上げられるということでもない。
　このような事情を背景に地下水の共同利用の動きがす
すんでいった。練馬区Ｋ地区では住民が出資して水道利
用組合が結成され，1965年に供給が開始された。ここで
ようやく，蛇口をひねれば水が出る，という時代が幕を
開けた。共同井戸は元農家のＴ氏宅の敷地の一角に設置
された。Ｔ氏宅は北側に冬の季節風を防ぐための屋敷森
を備えていて，用地はその一部を切り開くかたちで確保
された。もちろん一連の工事は組合によるものだが，土
地はＴ氏からの借地である。
　組合水道と公営水道の違いをいくつかの側面からみて
おくことにしよう。
　まず，組合水道の場合，地下200メートルからくみ上
げる原水の水質は良好で，消毒のための薬品も少量で済
むため，カルキ臭はほとんどなかった。また水温は年間
を通して一定のため，夏は冷たく，冬は暖かく感じられ
た。これは，河川の表流水を原水とする公営水道の苦み
を伴うようなカルキ臭や，夏はぬるく，冬は冷たいといっ
た特徴とは正反対のもので，ほぼ同一料金でかなりの質
的な差があった。
　次に，安定供給という面からみても組合水道はすぐれ
ていた。公営水道の供給量は河川の源流部につくられた
ダムの貯水量に依存している。そのため渇水になると
「節水」がいわれたり，時には給水が制限されたりする
こともある。それに対して，地下水の給水制限は一度も
発生しなかった。つねに必要量を使うことができたわけ
である。
　そして災害時の備えも採られていた。地下水は電気を
使ってくみ上げるわけだが，何らかの災害によって停電
してしまえば，水の供給はできなくなってしまう。そこ
で，水道タンクの脇に自家発電設備を設けて，停電時に
も安定供給できるかたちになっていた。
　以上のように，組合水道は公営水道と比較してすぐれ
た側面を数々もっていたわけだが，それは一種の排他性
によって保証されていた，とみることもできる。まず，
共同井戸を利用できるのは1965年の時点で出資した約
600世帯に限定されていた。これは宅地化がすすんで人
口が増加し，水の使用量も増えれば，地下水が枯渇する
おそれがあるがゆえの取り決めであった。また，当初か
らの組合員であっても，勤務先の転勤によって引っ越し
し，一時的にではあれ，給水を停止してしまえば，二度
と組合水道の供給は受けられない，といった取り決めに
なっていた。これは組合水道の発足後，そう間を置かな
いうちに公営水道網が敷設され，利用可能になったこと
とも関係している。
　このような利用形態は40年ほどつづいたのだが，2000
年代に入ってから変化が訪れることになる。一つは，公
営水道への切り替え要請である（3）。水道事業は独立採算
制を原則としている。水源や給配水設備，給水網などに
投資した分を利用料金から回収しなければならない。と
ころが，節水志向が高まれば料金収入は減少してしまう。
そこで，給水人口を増やそうという動きになる。給水網
の整備された地域で，独自に組合水道を利用している場
合，格好の標的になるわけである。もう一つは，環境の
変化である。開発がすすんで，地表面はコンクリートで
おおわれていく。地下水の涵養という点で問題が起こる。
そのうえ，地下鉄の建設に伴って地下水の漏洩問題が起
こる。こうした周辺環境の変化の前に，地下水の安定供
給に懸念がもたれ，ついに組合は解散を決議するに至り，
公営水道へと切り替えられることになった。
3 ．共同浄化槽の場合
　以上が練馬区Ｋ地区の水の利用に関して，この60年ほ
どのあいだに起きた変化である。比較事例として千葉市
近郊のＳ地区の共同浄化槽の場合について触れておき
たい（4）。Ｓ地区の住宅開発は1970年代に開始され，100
戸ほどの住宅団地が造成された。当初，公営水道は敷設
されていたが，公共下水道はまだ延伸されていなかった。
そのためＳ地区限定で汚水処理施設を設置し，管理運用
していくことになった。共同浄化槽はこの地区の北側の
一角におかれた。設置主体はＳ地区全世帯が加入する自
治会であり，浄化槽を設けた土地（約160㎡）は当初は
5 名の登記名義人を 5 年ごとに選出して運用していた。
その後，2000年代に入ると下水道本管への接続工事が完
了し，浄化槽は不要となったが，跡地は法人として認可
を受けた自治会の所有とした。
　こうして共同浄化槽の設置されていた土地は遊休地の
ようなかたちになったが，その活用方法について具体案
は特になかった。転機は，住民の高齢化がすすんで自治
会活動が負担になってきたことによる。この自治会加入
者はＡ町の自治会（町内会）にも加入していて，二重の
負担になっていたのである。ここからＳ自治会を解散し
て，Ａ町町内会に一本化する話が浮上した。Ｓ自治会の
解散というのは法人の解散であり，土地と特別会計の資
産を処理することが前提となって，そのうえで市長の承
認を受けることが必要となる。ところが土地の処分がう
まくいかない。手前に防火水槽があって，浄化槽のあっ
た土地は公道に接していないため，使いようがない。そ
こで市に寄付するという案も出るのだが，市側はそれを
拒否している。こういう場合，もちろん隣接する住宅の
所有者に買い取ってもらうのが最善なのだが，次善の策
としては寄贈するということも考えられる。だがこれも，
将来にわたる固定資産税の負担を考えれば，すんなりと
受け入れられるのか疑問も残る。
　かつて共同利用していた自治会所有地がそのままのか
たちで存続する限り，自治会の解散の話はすすまないと
いう状況になっている。そしてこの事態は，自治会とい
う地縁的結合団体が共同の資産を根拠に成立しているこ
とを改めて認識させるものとなったのである。
4 ．登山と入山料
　登山の対象となる山の場合，一般的には土地の所有関
係にかかわりなく，登山の規制はない，と考えてよい。
その意味で，山はコモンズとしての性格を有している。
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だが近年，登山ブームとともに，過剰利用が問題化して，
登山者から入山料を集める動きも場所によっては具体化
している。
　ここでは「登山と入山料」問題の取っかかりとして，
『産経新聞』が配信した「 霊峰・富士山は誰のものか？
『無料ではない』登山者に突きつけられる発想の転換」
（『産経新聞』2017年 3 月 1 日，午前10：30配信）という
記事の内容を検討してみたい。
　「霊峰・富士山の頂上は誰のものか？　日本人の心の
山としてあがめられてきた象徴だけに，一見，国有地だ
と思われがちだが，正解は富士山本宮浅間（せんげん）
大社（静岡県富士宮市）の所有地であるという。 8 合目
以上の多くが浅間大社の境内にあり，何十年と争われた
裁判でも『私有地化』の判決が示されている。
　富士山は県境も明確になっていないが，富士山に限ら
ず，ハイカーに人気の山や国立公園内にも個人や法人の
民有地が複雑に入り組むケースが珍しくない。そうした
山では環境保護などの協力金名目で入山料を徴収される
ことがあるが，必ずしも登山客の理解は得られていない
ようだ。
　国内には33カ所の国立公園があるが，全体の約 4 分の
1 は『民有地』といわれる。例えば，ミズバショウの群
生で知られる尾瀬（群馬県片品村）特別保護区の多くを
東京電力が保有している。2011年 3 月の福島第 1 原発事
故以来，世間の非難にさらされているが，東電が尾瀬
一帯で水力発電の建設を進める中，この地の植生保護に
『企業の社会的責任』として尽力してきたことはあまり
知られていない。至仏山を望む『東電小屋』（冬季閉鎖）
は，東電が管理・運営する山小屋としてハイカーらに現
在も親しまれている。
　日本の環境保護の発祥地としても知られる尾瀬に，か
つて入山料の導入が俎上に上がったが，『入山者減につ
ながりかねない』と観光面での打撃に配慮して入山料構
想は断念となった経緯がある。そもそも入山料には入山
客を規制して，周辺の環境負荷を抑えるという狙いがあ
り，日本では屋久島（鹿児島県）や白神山地（青森と秋
田の県境）などの世界遺産で導入されている。
　年齢を問わず登山ブームが広がる中，登山者の自由意
思で『入山協力金』という形で徴収する所もある。ここ
数年，首都圏のハイカーに人気の『長瀞アルプス』（埼
玉県長瀞町）。多くの私有林を抜けて宝登山の山頂に向
かう途中，『環境整備協力金』のポストに遭遇する。地
権者の一人は『環境保護や山道の維持管理のために協力
金という形で負担をお願いしているが，こちらが整備を
始める前からハイカーらによって道が作られた』と内情
を明かす。
　山の地権者は『私有地である山に入るな』とは言わな
い。なぜなら，『山の公共性』に理解を示しているから
だ。一方，100円という廉価な額だが，協力金を徴収す
る意図を理解できずに素通りするハイカーは少なくない
ようだ。
　『日本百名山』の一つ，標高1,377メートルの伊吹山
（滋賀県，岐阜県）でも，2015年 5 月から 1 人300円の
『入山協力金』が本格導入された。ところが， 2 年目に
入ると，協力者数と総額のいずれも激減した。伊吹山は
日帰り登山可能な低山のため，登山口周辺にはマイカー
利用者への駐車場（1,000円）の看板も目立つ。駐車料
金に加え，入山の協力金…次々と負担を強いられるため
か，一部の登山者から不満が絶えないようだ。
　一方，『京都のお寺に拝観料があるように，登山にも
入山料が必要』と持論を展開するのは登山家の野口健氏
である。神社仏閣を訪れるたびに数百円単位の拝観料を
払うことに抵抗しないのに，日本が誇る山岳風景を維持
するための入山料・協力金を渋るというのは寄付の精神
という点でバランスを欠く。言葉は悪いが，さもしく映る。
　『山の日』（ 8 月11日）施行から 2 年目を迎える中，登
山に対する知性や教養，そして『登山は無料ではない』
という発想の転換がすべての登山者に突きつけられてい
る。登山を楽しみながら，山の環境問題とどう向き合う
のか。入山料を徴収する側も，わずかなお金とはいえ『用
途』をはっきりと示すことは最低限のルールといえるだ
ろう。」
　ここで指摘されている論点について，次のようにまと
めておくことにしたい。
　⑴ 　山は民有地であっても，基本的には自由に登山で
きる。それは山の公共性を地権者が理解しているか
らである。
　⑵ 　入山料は山の過剰利用対策の一つとして設けられ
るものである。
　⑶ 　京都などの寺院の拝観料と比較しても，山の環境
維持のための入山料は肯定されてよい。
　⑷ 　ただし，入山料を集める側もその用途をはっきり
と示す必要がある。
　そのうえで，若干疑問に思われる点について指摘して
おきたい。
　まず，入山料が設定されている事例として挙げられて
いる富士山，屋久島，長瀞アルプス，伊吹山の場合，任
意の協力金という形態を採っている。つまり，強制では
ない。また白神山地も挙げられているが，暗門の滝への
入山料も任意である。もしかすると，以前「ミニ白神」
といわれていた「白神の森遊山道」の有料制を指してい
るのかもしれないが，ここは世界遺産地域からははずれ，
「田山」（水源林）として保存された森である。念のため
にいうと，暗門の滝や白神の森遊山道は山ではない。
　このように，強制的に入山料を集めている山はさほど
ないのが現状である。その理由は，山は自然のものであ
り，人工物ではないからである。その意味で，だれもが
享受できるコモンズとしての性格を保有しているわけで
ある。そしてその点で，観光地となっている神社や寺院
などの人工物とは質的に異なった取扱いをしなければな
らないわけである。
　だがその一方で，あまり話題にはならないが，事実上
強制的に入山料を取っている山もある。一つは日光の男
体山である。この山は中禅寺湖畔の二荒山神社から登る。
その際，お守り札と引き換えに入山料の支払いが求めら
れる。ただこのあたりは微妙なところであって，お守り
札を強制的に売りつけているわけではない。あくまでも
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二荒山神社の神体山への参拝登山のための入山料という
ことなのだろう。もう一つは山形県の月山である。この
山は山頂にたどり着くと，月山神社の奥宮から神主が現
れて，御祓いをする。その代価として一定の料金を支払
わなければならない。これも奥宮への参拝料金といった
意味合いになるのかもしれない。月山は出羽三山の主峰
であり，全国各地に講組織があって，白装束での団体登
山が行なわれている山である。そうした信仰登山を背景
に，神主が山頂に常駐して信者への対応をしているわけ
である。ただ，入山料を強制するということは，山はコ
モンズとしての性格を失い，私物化される，ということ
である。その意味で，男体山や月山は神域としての性格
とともに，神社の私物的な性格が強いということになる。
5 ．吉田春生（2011）の検討
　コモンズとしての山に関して，最後に吉田春生という
人物が白神山地にかかわって主張するところをみておく
ことにしたい。この人は，井上（1997）に何か注文を付
けているからである。まず，特に検討しておきたい文章
を吉田（2011）から引用しておく。
★引用Ａ
　「1993年の世界遺産登録時に200万人だった『広域白
神山地』への訪問者数は2005年には374万人と倍近い伸
びを示した（『週刊トラベル・ジャーナル』2006年11月
13日号）。こうした数字は，暗門の滝や十二湖という人
気観光地が団体旅行やパッケージツアーの行程に組み込
まれたことが大きい。しかし観光対象としての世界遺産
『白神山地』という人気の高まりは，屋久島の縄文杉登
山において起こったように，通常の団体旅行やパッケー
ジツアーの行程には入らない白神岳登山やブナの森公園
にも個人・小規模グループが押し寄せる可能性を秘めて
いる。それは次のような楽観的な観測を大きく裏切って
いくはずである。
　 　（……）白神山地をめぐっては青秋林道建設計画と
その中断，森林生態系保護地域や自然環境保全地域へ
の指定，そして世界遺産への登録という具合に激し
く動いた。そしていま，かつてのひっそりと目立たぬ
存在は世界的観光地としての扱いを受けるようになっ
てしまったそのこと自体にもある種の滑稽さがあるわ
けだが，この観光ブームも所詮はブームであって，一
過性のものに過ぎないだろう。やがて白神山地の『真
価』も知れわたり，元のごとく地味な存在として忘却
されていくにちがいない。（井上1997： 6 ）
　白神山地はすでに大きなブランドとなっている。世界
遺産に登録された本来の趣旨──広大なブナ林とそこに
生息する生物の生態系に価値がある──とは別なイメー
ジが広がって，白神山地はいまや独自の価値を作り上げ
ている。 1 時間とか 2 時間，ブナの生態をゆっくり観察
して世界遺産たることの意義を知るというよりは，暗門
の滝や十二湖，それも青池だけを見るという風潮は，そ
うしたブランド価値が生み出すものである。
　白神山地と関係する西目屋村，鰺ヶ沢町，藤里町，深
浦町，そして八峰町がそのイメージを使ってどのように
努力しているかについては前節で詳述したとおりである。
かつて青秋林道に象徴される開発によって地域の活性化
が試みられたのとは違って，今日では，自然保護が必要
な場所とは異なる空間で，白神山地というイメージに
よって地域振興が図られようとしているのである。 5 町
村が観光施設によって意図しているのはそのような現実
だった」（吉田，2011：13-14）。
★引用Ｂ
　「こうした観光による地域振興とは別の問題系として
自然保護・入山禁止は現われてきている。1990年 3 月に
白神山地が森林生態系保護地域に指定されたのを受けて，
その保存地区（世界遺産における核心地域に該当）への
入山を秋田営林局は禁止した。一方，青森県ではマタギ
などの入会権的利用もあって禁止とはしなかった。1994
年 3 月に公表された青森県の『白神山地保全・利用計画』
においては，『保護・保全ゾーン』について，『現存する
歩道などは，森林生態系を損なわない範囲で，登山など
に利用することができます』と明記されていた。このよ
うに対照的な方針について，当然ながら登山者や渓流釣
りを楽しみとする人たちから秋田県に対して強い批判が
浴びせられた。
　しかし状況は一変する。1994年 6 月，白神ライン（旧
弘西林道）の天狗峠において，世界遺産登録地域内にあ
る天狗岳へ通じる巡視路への入場禁止の立て看版が設置
されたのである。秋田県に続いて青森県でも白神山地へ
の入山が禁止されたという受け止め方がされ，議論は混
乱していく。自然保護団体の中でも賛成と反対に立場
が分かれたからである。あるいは，青森県がその後，入
山原則禁止ではあるものの，核心地域においてすでに使
用された実態があり，その利用が環境に及ぼす影響がな
いと考えられる27ルートについては入山を認めるという
方針を出したからである。そのルートはほとんど『けも
の道』程度で，今後も刈り払いなどは行なわず，一般の
通行には困難を伴うとされている。おそらくこのことは，
マタギのような地元民でなければ入りがたいルートだけ
が届出をすれば入山可能となったことを意味する。すな
わち，都会からの登山客や，渓流釣り，山菜採り目的の
人たちは排除される──。この点の意味するところをこ
れから考えてみたい。
　白神山地の自然保護と入山禁止問題を，おそらくパー
ソンズの主意主義的行為理論（井上1996： 8 ）に拠って
分析を試みる井上孝夫は次のような視点を提示する。
　 　白神山地核心地域の入山規制論の論拠は『人間の登
山行為が山を破壊するおそれがある』と捉えるところ
にある。（……）『山が破壊される』というとき，森林
伐採や林道建設などの直接的な開発によるものをまず
念頭におくのが通常のことである。それに対して『登
山者によって山が破壊される』というのは最初から
登山者を破壊者としてしか見ていないことによるので
あって，この命題は正しくは『破壊的な登山者の入山
によって山は破壊される』という同義反復に近いもの
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なのである。だから破壊的な登山者の入山を禁止にす
ればいいのであって，すべての登山者の入山を禁止す
ることは過剰な反応というべきである。（井上1997：
130-131）
　ここで主意性とは，登山者がどのような意思で行為を
選択するのかという人間行動論となってしまっている。
しかし，冒頭で触れた岐阜県白川村や島根県石見銀山大
森地区において個々の旅行者の主意性が問題とされるこ
とはほとんどない。どのような意図を持った訪問者であ
れ，一定以上のMassとなるとき，それは社会現象とし
て個々人の意思を越えてしまうのである。これが観光と
いう社会現象の恐ろしさであり，経済面ばかりでなく地
域文化や地域社会への作用ということを考えるなら，上
記二つの地域に災厄をもたらしている現実なのである。
鹿児島県屋久島の縄文杉登山でも事情は同様である。 9
時間ほど往復でかかる縄文杉登山は団体旅行やパッケー
ジツアーで行程に含まれることは稀である。個人や小グ
ループで登る人がほとんどであるにもかかわらず， 5 月
連休などには過剰な登山者が押し寄せ，トータルとして
その登山道を疲弊させていく。
　おそらく，ここで有効なのは次のような鬼頭秀一の提
示する思考の道筋であろう。
　 　人間が，社会的・経済的リンクと文化的・宗教的リ
ンクのネットワークの中で，総体としての自然とかか
わりつつ，その両者が不可分な人間─自然系の中で，
生業を営み，　生活を行なっている一種の理念型の状
態を，『かかわりの全体性』と呼び，『生身』の自然と
の関係のあり方として定義する。それに対して，その
社会的・経済的リンクと文化的・宗教的リンクによる
ネットワークが切断され，自然から一見独立的に想定
される人間が，人間から切り離されて認識された『自
然』との間で部分的な関係を取り結ぶあり方を，『か
かわりの部分性』と称し，『切り身』の自然との関係
のあり方として定義した。（鬼頭1996：126-127）
　例えば，マタギはまさに生業として生身の自然と接し
てきた。あるいは広く地元住民と言い換えてもよい。都
会から白神山地へやってきて，来訪者として登山や渓流
釣りを『自然に親しむのだ』というのとは，根源的に自
然との接し方が違うというべきであろう。観光もまたい
うまでもなく，切り身の自然と刹那，触れるような行動
である。このような論理を用意しないと，国有林とは国
民すべてが等しく利用できるものだという『民主的な』
論理にすりかえられてしまう。そこからはなぜ森林生態
系保護地域や世界遺産地域として指定される必要がある
のか，あるいはMAB計画がなぜ人類にとって必要とさ
れるのかという理念が忘れ去られてしまう。
　筆者が白神山地の自然保護や入山規制がなぜ必要か，
鬼頭の考えるような道筋を取るべきかといえば，すでに
屋久島で入山規制が取られなかったことでどのような混
乱が生まれているかを，現実として目にしているからに
他ならない。屋久島においては縄文杉登山に集中しすぎ
るという，白神山地とは異なる問題があることも大きい。
しかし，暗門の滝に集中している観光客が，シニアにお
けるツアー登山の普及を考えるなら，白神岳やブナの森
公園などにも押し寄せることは時間の問題だと筆者には
思われる」（吉田，2011：14-15）。
　ここでは，一つの論稿の結論部分にあたる節をそのま
ま引用することにした。ただし文章の内容には論点の未
整理ゆえの混乱があるので，著者が「別の問題系」とし
ている部分の前で区切りを入れて引用することにした。
そのうえで，内容を検討してみよう。
　まず前段（Ａ）で，白神山地が世界遺産に登録される
前後から観光客が増加し始め，白神岳やブナの森公園に
押し寄せることも懸念される，としている。それに対し
て，井上（1997）がいっているのは，長期的にみれば，
その当時の観光ブームは一過性のものに過ぎないのだか
ら，大騒ぎするな，という趣旨である。ここで長期，と
いうのは，30年先くらいまでを視野に入れて現状を捉え
てみよう，という含みであった。このような見方が「楽
観的」なのかどうかは，のちにデータに語ってもらうこ
とにしよう。
　つづいて後段（Ｂ）であるが，ここでは内容の混乱が
著しい。まず井上（1997）は主意主義の視点を背景にも
つ，と解釈しているが，ここでそのような議論が出てく
る余地はないはずである。邪推して論点を不必要に拡大
していると思われる。念のためにいうと，井上（1996）
で採用している主意主義的行為理論というのは，第一義
的には開発行政や自然保護運動の相互作用を分析するた
めの枠組みであった。
　議論を先にすすめよう。吉田（2011）は，白神山地
青森県側のルート指定，届出制入山という措置につい
て，「そのルートはほとんど『けもの道』程度で，今後
も刈り払いなどは行なわず，一般の通行には困難を伴う
とされている。おそらくこのことは，マタギのような地
元民でなければ入りがたいルートだけが届出をすれば入
山可能となったことを意味する。すなわち，都会からの
登山客や，渓流釣り，山菜採り目的の人たちは排除され
る──。この点の意味するところをこれから考えてみた
い」として議論をつづけている。それを読んだところで
は，この規制案を肯定的に評価して，さらに鬼頭（1995）
の議論まで持ち出して，都会の一時的な観光利用者を排
除せよ，という趣旨の議論へと展開する。マタギや地元
民は入山できる。しかし国民一般はダメ，というのであ
る。これはそのまま受け止めると，白神山地・核心地域
の地元民による囲い込みを意味することになる。本来コ
モンズであった山が囲い込まれて，よそ者は来るな，と
いうわけである。
　しかしこの種の解釈は入山規制案（以下，入山要領（5）
と表記する）に対する誤解に基づいている。ルート指定・
届出制入山によって一律に「都会からの登山客や，渓流
釣り，山菜採り目的の人たちは排除される」わけではな
い。確かに「渓流釣り，山菜採り目的の人たち」は入山
要領によって排除される。ついでにいうと，「地元民」
も同じ扱いである。「マタギ」も「国設鳥獣保護区」の
指定によって，狩猟はできなくなった。
　それに対して，よそ者の登山者の入山は，この入山要
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領によって保証されることになった。白神山地の核心地
域には道はない。かつては秋田県側の鉱山と結ぶ道も
あって，地図上に記載されていたこともあったのだが，
利用されないうちに藪に覆われて消えた。したがって
ルート指定といっても，道があるわけではない。白神山
地の核心地域は道のない山をルートファインディングし
ながら歩く場所なのである。そこは登山の熟達者の世界
であり，そして世の中には，それを楽しみにしている人
たちもいるのである。吉田（2011）の全文を読んでみて
も，そういった登山者の姿はみえてこない。この欠落が
致命的なのである。そしてだれもが熟達した登山者のわ
けではないが，その可能性は開かれている。そうである
以上，白神山地の青森県側はコモンズとしての性格をと
どめていることになる。
　では，大挙して訪れると危惧された白神岳の入山実態
はどのようなものか。東北地方環境事務所が「赤外線セ
ンサーによる自動計測」によって月別および年間の入山
者数を公表している。もちろん，測定結果については若
干の問題（誤差）があり得るわけだが，概数は把握でき
るはずである。登山道が整備されている白神岳について
は，2000年以降のデータがある。2000年には 1 万4,000
人近くいた入山者は2004年以降には大きく減少し，2016
年には3,000人に満たない（表 1 ）。同様の傾向は白神山
地全般についてもみられる。同じく登山道が整備され，
青秋林道の秋田県側の終点から徒歩60分弱で山頂に達
することのできる二ッ森は2003年に 1 万7,872人と2000
年以降のピークになったが，2016年は2,393人であるし，
岳岱（自然観察教育林）は2000年に 2 万988人とこの間
のピークとなったが，2016年には1,342人である。また
吉田（2011）が言及している旧峰浜村の「ブナの森公園」
はデータがとられていないが，アプローチとなる林道が
荒れ果てて，入山の条件も満足に充足させていない，と
いうのが現状である。いずれにせよ，これをもって入山
者数は激減したというほかはないだろう。
　最後に，もう一度，吉田（2011）の全体についてみて
おく。この論稿が公表されたのは2011年である。書かれ
たのはその前年であるかもしれない。その時点で，どう
して次の引用をしたのだろうか。
　「1993年の世界遺産登録時に200万人だった『広域白神
山地』への訪問者数は2005年には374万人と倍近い伸び
を示した（『週刊トラベル・ジャーナル』2006年11月13
日号）」
　この引用には三つの問題点がある。まず，「広域白神
山地」という聞き慣れない概念が使用されていること。
しかも未定義で使用されていて，読む側としてはその範
囲がどこを指しているのかわからない。つまり，第三者
の検証に堪えないのだ。次に，『週刊トラベル・ジャー
ナル』という業界誌からの引用であること。さらに，こ
の吉田（2011）の公表時点から 5 年前の古いデータであ
ること。つまり，かなり歪んだデータで議論をすすめて
いるということである。すでに言及したように，東北地
方環境事務所は白神山地への入山者数を調査していて，
その結果はインターネットで簡単みることができる。一
例を示せば，「白神山地世界遺産地域の入山者数」は調
査が開始された2004年には 8 万人台，吉田（2011）が公
表される前年の2010年はそれが約 4 万人に減少している。
なぜこのデータから出発しないのか。
　さらに，引用Ｂの末尾，すなわちこの論稿の結末が次
の一文で締めくくられているのはほとんど冗談の域にある。
　「暗門の滝に集中している観光客が，シニアにおける
ツアー登山の普及を考えるなら，白神岳やブナの森公園
などにも押し寄せることは時間の問題だと筆者には思わ
れる。」
　結局，吉田（2011）は議論の出発点となる基本的な
データをみることもなく，自分に都合のよい論点だけを
寄せ集めて，全く見当はずれの結論を導いていることに
なる。そしてその過程で井上（1997）が引用され，誤っ
た方向で論評されていることは全く理解できない。名誉
毀損を意図したものなのだろうか。
6 ．河川敷の利用原則
　最後に，河川敷を取り上げてみたい。河川敷もまた，
特定のだれかのものではないという意味で，コモンズの
一つである。そしてそれは，自由利用を原則としている。
ただし，例外規定もある。国土交通省の「河川敷地占用
許可準則」によって，その概要をみておくことにしよう。
　河川敷の占用が可能になるのは，一般公衆の利用を増
進させると考えられる場合や，社会的に必要と考えられ
る場合である。このような場合に限り，河川管理者の許
可を得て，占用が可能となる。その場合の許可条件は，
次の三点を満たすことである。
　①　占用の主体が公的な団体であること。
　② 　占用施設は河川利用の増進につながるものである
こと。
　③ 　治水，利水を妨げたり，他者の利用を阻害したり
（表 1）白神岳入山者数の変化
2000（年） 13, 924（人）
2001 13, 436
2002 11, 016
2003 11, 595
2004  3, 750
2005  4, 056
2006  4, 766
2007  4, 476
2008  3, 798
2009  4, 273
2010  3, 180
2011  3, 132
2012  2, 119
2013  2, 946
2014  2, 810
2015  2, 742
2016  2, 465
（資料）東北地方環境事務所調査
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することなく，景観や環境にも配慮する，といった
各種の基準を満たしていること。
　そして実際の占用施設については，次の 6 つに分類さ
れている。
　Ａ．地域住民の福利厚生のための施設
　Ｂ．公共性，公益性のある事業活動のための施設
　Ｃ．街づくりに資する施設
　Ｄ．河川水面の利用向上と適正化に資する施設
　Ｅ．住民生活のためにやむを得ない施設
　Ｆ ．環境に影響を与えるが，市街地から離れていて，
他の利用が阻害されない必要最小限の施設
　以上が河川敷の占用の基本原則であるが，時代の要請
に合わせて，占用条件は拡大している。
　主要なものは，まず，1999年に設けられた「包括占用
制度」である。これは，市町村が占用許可を受けたのち
に河川敷の利用方法を決めることができる，というもの
である。もう一つは，2011年から実施されている「オー
プン化」である。これは一定区域を「オープン化区域」
として指定し，飲食店，カフェ，照明設備，音響施設，
バーベキュー場などの施設を設置するもので，民間事業
者の営利活動が可能となった。つまり，公共性，公益性
という大原則から，一定の枠のもとで，私的利益を追求
する場としても活用される道が開かれたことになる。
　以上の原則や制度を踏まえながら，河川敷というコモ
ンズの利用について，検討してみることにしよう。河川
敷の自由利用というと具体的には，散歩，サイクリング，
魚釣り，野球，ゴルフ，バーベキュー，ラジコンの操作，
グライダーの離発着など様々な形態が考えられる。ただ
しこれらを自由に行なうと，相互に干渉が起こったり，
周辺住民の生活に悪影響を与えたりすることも考えられ
る。そこで，調整のためのゾーニングが必要となり，そ
のゾーニングの枠内での利用施設を維持管理するための
占用主体が必要になる，といった経路が考えられる。つ
まり，河川敷の占用というのは，自由利用を実現するた
めの方策とみなすことができるわけである。翻って，先
に挙げた占用施設の 6 分類についてもあらかじめ想定さ
れているというよりは，現実に行なわれている自由利用
の様々な形態について，便宜的に分類したもの，とみな
すことができるはずである。
　このように河川敷という一種のコモンズには自由利用
という大原則があり，それを実現するうえで，占用が想
定されていることになる。これは，同じく自由利用を原
則とする海岸と比較してみると，占用による利用度はか
なり高いものとみることができる（6）。
7 ．河川敷の不法占用問題
　とはいえ，全国の河川の河川敷が積極的に利用されて
いるのかどうかについては何ともいえない。自由利用の
原則はあっても，未利用の河川敷のなかには耕作地に
なっている場所も見受けられる。ここでは千葉市を流れ
る花見川（印旛沼放水路）の事例を取り上げ，どうして
不法占用が起こるのか考えてみることにしよう。現場は
千葉市花見川区畑町の一帯である。両岸に耕作地，小屋，
桟橋などが設置されている（写真 1 ，2 ，3 ，4 ，5 ，6 ）。
耕作地に関しては，収穫物を販売して経済的な利益をあ
げることが目的であり，未利用地ゆえの占用である。河
川敷に隣接する一帯には耕作地もあるため，地続きで耕
作しても大して問題にはならないだろう，という判断も
はたらいていたのかもしれない。その一方で，釣りのた
めの桟橋や休憩小屋の設置は趣味の延長というほかはな
い。一日を釣りに費やし，快適に過ごすための私的な占
用である。
（写真 1）花見川左岸の警告板（2017. 3 . 3 撮影）
（写真 2）花見川左岸の耕作地（2017. 3 . 3 撮影）
（写真 3）花見川左岸の作業小屋（2017. 3 . 3 撮影）
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　こうした不法占用が起こるのは，管理の不十分さに起
因している。そしていったん占用されてしまうと，強制
撤去するまでにはいくつかの段階を踏む必要があり，時
間がかかる。強制執行の費用も回収できない可能性が高
い。河川管理者である千葉県は再三にわたって自主撤去
を求めたが，設置者は応じることもなく，最終的には強
制撤去（簡易代執行）となった。その作業の第一段階は
左岸の不法占用物を対象にして，2017年 3 月 7 日から10
日までの 4 日間行なわれた（写真 7 ）。撤去物は畑29件，
小屋 2 件，釣台16件などで，費用は約1000万円，回収で
きない場合は千葉県の負担となる（『千葉日報』2017年
3 月 8 日付）。とはいえ，撤去作業はまだ半分すすんだ
段階であり，今後，右岸を対象に同様の撤去作業をすす
めていくことが課題となる。
　河川敷の不法占用について，他のいくつかの事例をみ
ておこう。
　新中川（東京都江戸川区）では，1990年代の初頭から
未整備の河川敷が耕作地として不法占用されていた。住
民やマス・メディアによる苦情や批判もあって，河川管
理者である東京都建設局は「新中川不法耕作重点撤去区
域」に指定して，2002年に耕作地や倉庫，不法係留の
ボートなどを強制撤去し，その跡地にクローバを植え
た。未利用地を止めて，不法占用が発生する余地をなく
したわけである。そしてさらに，地元の江戸川区は「包
括占用」の認可を受けて，河川敷の有効活用をはかって
いる（『東都よみうり』2003年 1 月24日付，東京都建設局，
2003）。つまり，個別の不法占用形態から，公的機関に
よる公的な占用によって，河川敷の維持と利用がはから
れるようになったわけである。
　荒川の河川敷（埼玉県川口市川口）では，鋳物工場を
解雇されたホームレス男性が小屋をつくって居住し，耕
作しているという事例があった。管理者である国土交通
省荒川下流河川事務所の担当者は，事情を考慮し，強制
撤去はしない方針だという。これは放置や黙認という
わけではなく，就労して自立できるように促す，という
（『朝日新聞』2010年 1 月 6 日付夕刊）。この事例は，河
川管理者が強制力の行使を留保しているということであ
り，ホームレスの河川敷占用が「権利」になっているわ
けではない。
　多摩川の河川敷（東京都大田区および川崎市多摩区な
ど）でも，ホームレスが耕作していたことを契機にして，
近隣の住民が野菜や花の栽培を始めた。その数は，国土
交通省京浜河川事務所が管理する多摩川河川敷64㎢の
範囲内で，130箇所に及んでいる。その理由については，
河川事務所の担当者によると，「川沿いに住宅地が多く，
堤防が低くて河川敷と行き来しやすいことが横行の一因。
高齢化や不況で節約や趣味の一環として使うお年寄りが
多い」からだという（『朝日新聞』2014年10月16日付・
夕刊）。こうなると，ホームレスの生存権への配慮とい
うことでは済まない問題となっている。
　いずれの場合も，個人単位での占用はコモンズの趣旨
に合わないし，またそれ以前の問題として，河川敷を耕
（写真 4）花見川右岸の警告板（2017. 3 . 7 撮影）
（写真 6）花見川右岸の釣り小屋（2017. 3 . 7 撮影）
（写真 7）花見川左岸の不法占用物撤去作業（2017. 3 . 7 撮影）
（写真 5）花見川右岸の釣り用桟橋（2017. 3 . 7 撮影）
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作地とする行為は増水時における河川敷と堤防の維持に
支障をもたらす。根本的な問題解決のためには，この点
への理解が必要なのである。
8 ．結　　語
　以上，地下水，生活排水，登山，河川敷にかかわるコ
モンズの現実の利用形態を概観してみた。共通資源とし
てのコモンズの利用原則は自由利用であるが，共同利用
によって個々の利用者が安定的で，より大きな利益を享
受することができる場合には，団体を組織して利用主
体とすることもあり得るわけである。ここで取り上げた
事例では，地下水の場合は水道利用組合であったし，共
同浄化槽の場合は自治会であった。また，白神山地の核
心地域における登山の場合は，「白神山地世界遺産地域
連絡会議」が定めた要領に基づいて届出制による入山の
権利が保証されることになった。さらに河川敷の場合は，
公的団体による占用が一定の条件のもとで認められ，さ
らに市町村による包括的占用や，区域によっては民間事
業者による特例的な占用も可能になっている。
　こうしてみれば，コモンズの利用者を暗黙の裡に閉鎖
的な村落として想定するような議論は不適切であること
がわかるだろう。コモンズの担い手はまず，市民社会を
構成する個人であり，それと同格の公的性格をもった団
体（ゲゼルシャフト）であることを確認しておかなけれ
ばならない。
＜　注　＞
⑴ 　クーリーによると，第 1 次集団とは「顔と顔をつき
あわせている親しい結びつきと，協力とによって特徴
づけられる集団」（Cooley，1909＝1970：24）と定義
される。それに対して，クーリー自身は第 2 次集団と
いう概念は明示していないが，第 1 次集団の対概念と
して用いられている。
⑵ 　本節における以下の記述は，筆者の個人的な経験に
基づいている。
⑶ 　この点に関しては，最近も次のような指摘がある。
「人口減に伴う需要減や，老朽化した施設の更新に費
用がかかるという課題に直面する水道事業。赤字を出
さずに継続するには，約30年間で 6 割の水道料金の値
上げが必要との試算を日本政策投資銀行がまとめた。
水道網の維持のため，厚生労働省は事業の広域化を促
している」（『朝日新聞』2017年 6 月13日付）。
⑷ 　本節における以下の記述は，Ｓ自治会に資料に基づ
いている。
⑸ 　白神山地の入山要項については，白神山地世界遺
産地域連絡会議「白神山地世界遺産地域の核心地域
への入山に必要な手続き等について（入山手続き要
領 ）」（http://www.shirakami-visitor.jp/images/pdf/
youryou.pdf#search=%27%E7%99%BD%E7%A5%9E
%E5%B1%B1%E5%9C%B0%E5%85%A5%E5%B1%B1
%E8%A6%81%E9%A0%85%27）に全文の記載がある。
⑹ 　海岸の自由利用と占用の問題については，井上
（2012），を参照。
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